
平成２８事業年度

財務諸表

（森林保険勘定）



（森林保険勘定） （単位：円）

資産の部

Ⅰ 流動資産

現金及び預金 8,050,246,097

預託金 3,220,000,000

未収収益 14,117,313

未収入金 138,718,458

11,423,081,868

Ⅱ 固定資産

１ 有形固定資産

構築物 4,676,880

減価償却累計額 △ 708,972 3,967,908

工具器具備品 9,372,155

減価償却累計額 △ 2,874,217 6,497,938

有形固定資産合計 10,465,846

２ 無形固定資産

ソフトウェア 40,593,790

無形固定資産合計 40,593,790

３ 投資その他の資産

長期預託金 5,504,654,564

投資有価証券 11,950,000,000

敷金・保証金 12,454,200

投資その他の資産合計 17,467,108,764

17,518,168,400

28,941,250,268

貸　借　対　照　表

（平成２９年３月３１日）

        流動資産合計

固定資産合計

資産合計



負債の部

Ⅰ 流動負債

支払備金 507,701,000

リース債務（短期） 805,563

未払金 100,360,624

未払費用 90,994,969

前受金 56,703,438

預り金 826,200

引当金

賞与引当金 14,795,768 14,795,768

仮受金 2,123,347

774,310,909

Ⅱ 固定負債

責任準備金 5,448,036,000

資産見返負債

　資産見返物品受贈額 45,439,296 45,439,296

リース債務（長期） 1,639,173

引当金

退職給付引当金 368,532 368,532

5,495,483,001

6,269,793,910

純資産の部

Ⅰ 利益剰余金

前中長期目標期間繰越積立金 21,946,111,862

当期未処分利益 725,344,496

（うち当期総利益 725,344,496 ）

22,671,456,358

22,671,456,358

28,941,250,268

流動負債合計

固定負債合計

負債合計

利益剰余金合計

         純資産合計

      　　 負債純資産合計



（森林保険勘定） （単位：円）

経常費用

保険引受費用

支払保険金 736,937,140

払戻金 9,722,542 746,659,682

保険業務費

人件費 66,528,828

賞与引当金繰入 5,217,246

事務委託費 459,582,133

減価償却費 49,309,692

賃借料 11,660,967

諸経費 46,367,329

その他保険業務費 40,116,722 678,782,917

一般管理費

人件費 123,327,589

退職給付引当金繰入 184,266

賞与引当金繰入 9,578,522

減価償却費 2,162,526

賃借料 9,070,718

消耗備品費 3,011,392

諸経費 14,220,095

その他一般管理費 19,170,538 180,725,646

財務費用

支払利息 33,085 33,085

1,606,201,330

経常収益

保険引受収益

保険料収入 1,791,272,815

支払備金戻入 24,979,000

責任準備金戻入 280,076,000 2,096,327,815

資産見返負債戻入

資産見返物品受贈額戻入 50,505,708 50,505,708

財務収益

受取利息 441,791

有価証券利息 120,747,719

預託金利息 63,467,801 184,657,311

雑益 54,992

2,331,545,826

725,344,496

当期純利益 725,344,496

当期総利益 725,344,496

損　益　計　算　書

（平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日）

経常費用合計

経常収益合計

経常損益



（森林保険勘定）

（単位：円）

Ⅰ

保険金の支払額 △ 746,669,154

人件費支出 △ 205,922,705

その他の業務支出 △ 500,464,533

保険料収入 1,775,342,567

その他の事業収入等 842,633

　　　　小計 323,128,808

利息の受取額 189,857,335

利息の支払額 △ 33,085

512,953,058

Ⅱ

定期預金の預入による支出 △ 4,300,000,000

定期預金の払戻による収入 6,200,000,000

有価証券の取得による支出 △ 1,950,000,000

預託金の払戻による収入 1,791,586,077

有形固定資産及び無形固定資産の取得による支出 △ 3,364,178

1,738,221,899

Ⅲ

リース債務の返済による支出 △ 796,355

△ 796,355

Ⅳ 資金増加額又は減少額（△） 2,250,378,602

Ⅴ 資金期首残高 1,499,867,495

Ⅵ 資金期末残高 3,750,246,097

財務活動によるキャッシュ・フロー

財務活動によるキャッシュ・フロー

キャッシュ・フロー計算書

（平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日）

業務活動によるキャッシュ・フロー

業務活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フロー



（森林保険勘定） （単位：円）

Ⅰ 当期未処分利益 725,344,496

当期総利益 725,344,496

Ⅱ 利益処分額

積立金 725,344,496 725,344,496

利益の処分に関する書類（案）

kansa
テキストボックス



（森林保険勘定） （単位：円）

Ⅰ

（１）

746,659,682

678,782,917

180,725,646

33,085 1,606,201,330

（２）

△2,096,327,815

△184,657,311

△54,992 △2,281,040,118

業務費用合計 △ 674,838,788

Ⅱ 損益外減価償却相当額 0

Ⅲ 損益外減損損失相当額 0

Ⅳ 損益外利息費用相当額 0

Ⅳ 損益外除売却差額相当額 0

Ⅴ 引当外賞与見積額 0

Ⅵ 引当外退職給付増加見積額 32,001,236

Ⅶ

政府出資等の機会費用 0 0

Ⅷ 行政サービス実施コスト △ 642,837,552

行政サービス実施コスト計算書

（平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日）

業務費用

損益計算書上の費用

保 険 引 受 費 用

一 般 管 理 費

財 務 費 用

（ 控 除 ） 自 己 収 入 等

保 険 引 受 収 益

財 務 収 益

雑 益

機会費用

保 険 業 務 費



　定額法を採用しております。
　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

　　構築物　　　　　　８～１５年

　　工具器具備品　　　５～１０年

　定額法を採用しております。
　なお、法人内利用のソフトウェアについては、法人内における利用可能期間（２～５年）に基づいております。

　リース期間を耐用年数とし、残存価格を零とする定額法によっております。

　２．引当金の計上基準

　該当事項はありません。

　役職員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき当期に見合う分を計上しております。

　役職員の退職給付に備えるため、退職給付に関する会計基準、森林総合研究所役員退職手当規程及び森林総合研究所職
員退職手当支給規程に基づき、当期末における退職給付債務の見込額に基づき計上しております。
　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当期末までの期間に帰属させる方法については期間定額基準によって
おります。
　過去勤務費用は、その発生時の職員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(12年)をもって、発生時から定額法により費
用処理を行っております。
　数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における職員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(12年)をもって、発生翌
年度以降定額法により費用処理を行っております。
　なお、行政サービス実施コスト計算書における引当外退職給付増加見積額は、独立行政法人会計基準第38に基づき計算
された退職一時金に係る退職給付引当金の当期増加額を計上しております。

　消費税等の会計処理は、税込方式によっております。

　５．責任準備金、支払備金の計上方法

　責任準備金、支払備金については、「国立研究開発法人森林総合研究所の業務運営、財務及び会計並びに人事管理に関す
る省令第19条及び第20条の規定に基づき農林水産大臣が定める責任準備金及び支払備金の算定方法について」（平成27年４
月１日26林整計第887号）に基づき算出した額を計上しております。

　３．有価証券の評価基準及び評価方法

重要な会計方針

　１．減価償却の会計処理方法

（１）有形固定資産（リース資産を除く）

　４．行政サービス実施コスト計算書における機会費用の計上方法

　該当事項はありません。

　６．消費税等の会計処理

（２）無形固定資産（リース資産を除く）

（３）リース資産

（１）貸倒引当金

（２）賞与引当金

（３）退職給付引当金及び見積額の計上基準並びに退職給付費用の処理方法

　満期保有目的債券につき、償却原価法（定額法）によっております。

　７．重要な会計方針の変更

　該当事項はありません。



円

円

（差引）資金期末残高 円

（行政サービス実施コスト計算書関係）

（２）金融商品の時価等に関する事項

（単位：円）

 ①現金及び預金

 ②長期預託金（預託金を含む）

 ③投資有価証券

　　　ファイナンス・リース取引が損益に与える影響額は、9,313円であり、当該影響額を除いた当期総利
　　益は725,353,809円であります。

注記事項

（損益計算書関係）

（キャッシュ・フロー計算書関係）

資金の期末残高の貸借対照表科目別の内訳

現金及び預金勘定 8,050,246,097

うち定期預金 4,300,000,000

3,750,246,097

（金融商品の時価等の開示）

（１）金融商品の状況に関する事項

　当法人は、資金運用については、短期的な預金及び公社債等に限定しております。
　また、有価証券は独立行政法人通則法第47条の規定等に基づき、地方債のみを保有しております。

区　　分 貸借対照表計上額 時　　価 差　　額

①現金及び預金 8,050,246,097      8,050,246,097         - 

②長期預託金(預託金を含む) 8,724,654,564      8,792,893,596         68,239,032 

③投資有価証券 11,950,000,000     12,831,505,000        881,505,000 

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によって
おります。

　投資有価証券の時価は、日本証券業協会の公社債店頭売買参考統計値により算定しております。

　引当外退職給付増加見積額　32,001,236円については、国からの出向職員に係るものであります。

　期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。　

（注）金融商品の時価の算定方法に関する事項

　長期預託金（預託金を含む）の時価については、元利金の合計額を同様の新規預託を行った場合に
想定される利率で割り引いて算定する方法によっております。



（退職給付引当金関係）

ａ．採用している退職給付制度の概要

　　

ｂ．退職給付債務の期首残高と期末残高 （単位:円）

退職給付債務の期首残高

勤務費用

利息費用

数理計算上の差異の当期発生額

退職給付の支払額

その他※

期末における退職給付債務

※水源林勘定への振替額

ｃ．退職給付債務に関する事項 （単位:円）

（Ａ）

（Ｂ）

（Ｃ）

（Ｄ）＝（Ａ）－（Ｂ）－（Ｃ）

（Ｅ）

（Ｄ）＋（Ｅ）

ｄ．退職給付費用に関する事項 （単位:円）

 その他※

※水源林勘定への振替額

区 分
当　期

（自 平成28年４月１日
　  至 平成29年３月31日）

　確定給付型の制度として、役員について森林総合研究所役員退職手当規程、職員について森林総合研究
所職員退職手当支給規程による退職一時金制度を設けております。

0

368,532

184,266

1,995,058

451,190

△ 200,859

区 分
当　期

（自 平成28年４月１日
　  至 平成29年３月31日）

 勤務費用 1,995,058

 利息費用 451,190

 過去勤務債務の費用処理額 △ 424,005

 数理計算上の差異の費用処理額 223,146

 政府交付金の財源措置があるため引当金を繰入れなかった額（△） 0

 退職給付費用 184,266

区 分 当期末
（平成29年３月31日現在）

 退職給付債務 368,532

 未認識数理計算上の差異 0

 未認識過去勤務債務 0

△ 2,061,123

△ 2,061,123

 退職給付引当金 368,532

 貸借対照表計上額純額 368,532

 政府交付金の財源措置があるため引当てなかった額（△） 0



e．退職給付債務等の計算に関する事項

①割引率

②退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

③過去勤務債務の費用処理年数 12年

④数理計算上の差異の処理年数 12年

（重要な債務負担行為）

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

　該当事項はありません。

0.80%

（平均残存勤務期間内の12年間をもって、発生時から定額法により費用処理を行っております。）

（平均残存勤務期間内の12年間をもって、発生翌年度以降定額法により費用処理を行っております。）
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